
公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例に基づく行政処分処理要領（例規甲）

平成21年12月25日

兵警生環例規甲第32号本部長

公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例に基づく行政処分処理要領を下記の

ように定め、平成22年１月１日から実施する。

記

第１ 趣旨

この要領は、公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例（昭和38年兵庫県条例

第66号。以下「条例」という ）に基づく行政処分の処理要領について必要な事項を定めるものとする。。

第２ 中止命令

１ 警察官は、条例第４条第３項又は第５項の規定に違反する者（以下「違反者」という ）を認めた場。

合において、同条第４項又は第６項の規定による命令（以下「中止命令」という ）をしようとすると。

きは、当該違反者が既に中止命令を受けているか否かを生活安全部保安課長（以下「保安課長」とい

う ）に照会するものとする。。

２ 保安課長は、前記１の規定による照会を受けたときは、直ちにその有無を調査し、その結果を当該

警察官に回答するものとする。

３ 警察官は、前記２の規定による回答を受けた結果、当該違反が中止命令に違反するものではないこ

とが明らかとなったときは、違反内容を違反場所を管轄する警察署の長（以下「管轄警察署長」とい

う ）に報告するものとする。。

４ 管轄警察署長は、前記３の規定による報告を受けたときは、生活安全部長が定める様式の番号交付

簿により当該警察官に対して命令書番号を交付するとともに、直ちに当該違反内容を保安課長に通知

するものとする。この場合において、保安課長は、生活安全部長が定める様式の中止命令管理簿に所

要の事項を記載しておかなければならない。

５ 警察官は、前記４の規定により命令書番号の交付を受けたときは、生活安全部長が定める様式の命

、 。 、 、令書を作成して当該違反者に交付し 中止命令を行うものとする この場合において 当該警察官は

当該違反者から命令を受けた旨の書面を徴した上、速やかに生活安全部長が定める様式の中止命令報

告書に当該命令書の写し及び当該命令を受けた旨の書面を添えて、管轄警察署長に報告するものとす

る。

第３ 指示

１ 警察署長は、条例第11条の指示（以下「指示」という ）をする必要があると認めたときは、速やか。

にその旨を保安課長に報告した上、違反事実を証明するに足りる資料その他必要な書類を添えて、生

活安全部長に上申するものとする。この場合において、当該警察署長は、当該処理状況を明らかにし

ておかなければならない。

２ 警察署長は、前記１の規定による上申をした場合において、当該事業者の事務所又は営業所（以下

「事務所等」という ）の所在地が兵庫県内の他の警察署の管轄区域内にあるときは、生活安全部長が。

定める様式の関係警察署通知書により当該他の警察署の長に通知するものとする。

３ 保安課長は、生活安全部長が指示をすることを決定したときは、当該事業者の事務所等の所在地を

管轄する警察署の長を経由して当該事業者に通知するものとする。この場合において、当該警察署長

は、当該事業者から通知を受けた旨の書面を徴した上、当該書面を保安課長に送付するものとする。

４ 保安課長は、当該上申に係る処理状況を生活安全部長が定める様式の行政処分管理簿により明らか

にしておかなければならない。

第４ 事業の停止命令

第３の規定は、警察署長が、条例第12条の規定による命令をする必要があると認めたときについて準

用する。この場合において、第３の１中「第11条の指示（以下「指示」という 」とあるのは「第12条。）

の規定による命令（以下「事業の停止命令」という 」と 「生活安全部長に上申」とあるのは「本部長。） 、

に上申」と、同第３の３中「生活安全部長が指示」とあるのは「公安委員会が事業の停止命令」と読み



替えるものとする。

第５ その他

この通達に定めるもののほか、条例に係る法令違反等による行政処分の実施に関して必要な事項は、

生活安全部長が定める。


